













































































































































N.Y. Real Property Law§291
　「登記されていない譲与は，その後に，同一の不動産を，同一の売り主か
ら，買うないし買う契約をする者に対して無効（void）である。・・・ただ





























































































































































































ールである。」17 DRAFTS, supra note 10, at 741.
（14）　See, David Gray Carlson, Rationality, Accident, and Priority Under Article 9 of the 
Uniform Commercial Code, 71 MINN.L.REV. 207, 235 （1986）.













行ったニューヨーク州の New York State Law Revision Commissionの議論
の途中経過を踏まえ，編纂事業の母体である American Law Instituteと











（16）　17 DRAFTS, supra note 10, at 791.
（17）　ELIZABETH SLUSSER KELLY & ANN PUCKETT , UNIFORM COMMERCIAL CODE 







































　1954年勧告の次に発表された草案は，「1956 Recommendation of the 
Editorial Board for the Uniform Commercial Code」（以下，1956年草案と呼
ぶ）である。この草案で，UCC第 9編の対抗要件理論は，大きな修正を
受けることになった。
（ａ）New York Law Revision Commission 1956年報告書
　1956年草案の成立経緯には，1954年勧告の起草段階から大きな注目を集





































（22）　State of New York, Report of the Law Revision Commission for 1956, at 47.
（23）　See, Carlson, supra note 14, at 261─62.
（24）　Carlson 教 授 は，Panel Discussion, Report of the New York Law Revision 
Commision, Areas of Agreement and Disagreement, 12 BUS. LAW. 49 （1956） や
Schnader, The Movement Toward Uniformity in the Uniform Commercial Code 
Marches On, 13 BUS. LAW. 646 （1958） を引き，Law Review Commissionのこの
批判的立場に対する当時の学説のリアクションはなかったとしている。See, 




























（25）　18 DRAFTS, supra note 10, at 272─74.


















































































（28）　UCC§9─312, Official Reasons for 1972 Change （5）.
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（29）　See, U.C.C.§9─501 cmt. 2 （1999）.
（30）　Coogan, Article 9 of the Uniform Commercial Code： Priorities Among Secured 
Creditors and the “Floating Lien”, 72 HARV.L.REV. 838, at 859 n.80 （1959） に記述が
みられるが，主眼は将来財産上の担保権の登記の有効性にある。
（31）　2 GRANT GILMORE, SECURITY INTERESTS IN PERSONAL PROPERTY 896 （1965）.
58　　比較法学 54巻 1号















































































































（36）　GILMORE, supra note 31, at 902.
（37）　Frank M. Wiseman & Donald B. King, Perfection, Filing and Forms under 




























（39）　Carl Felsenfeld, Knowledge as a Factor in Determining Priorities under the 
























































（42）　WHITE & SUMMERS, supra note 5, at 325.











は，最初に，明文規定が存在する場合（→ 1）の原則（→ 1（ 1））と例外
（→ 1（ 2）），および，明文規定が存在しない場合（→ 2）の原則（→ 2






断された最初の判例は，ペンシルバニア州における1967年の Bloom v. 
Hilty事件判決であったとされる。






































ではない’（原注で，1 Googan, Hogan, and Vagts, Secured Transactions under 














　同旨の判例の中で，詳細な理論展開で著名な判例が次の In re Smith事
件判決である。






































































（46）　St. Paul Mercury Ins. Co. v. Merchants & Marine Bank, 882 So.2d 766 （Miss. 
2004）.





































判例とされる［ 2 ─（1）─ 1］ Komfo事件判決のみを紹介する。




いて同年10月19日に，Prothonotary of Philadelphia County登記所に登記した
が，いずれも，UCC 第 9 編所定の Secretary of the Commonwealth of 
Pennsylvania登記所における登記ではなかった。その後，SP2（本件の訴訟
当事者ではないが，複数の債権者のようである）が Dに融資を行い，同一
の受取勘定債権を譲り受け，1961年10月 9日に適正な登記所（Secretary of 





（48）　このような立場をとる少数見解の判例も存在する。See, e.g., In re County 
Green Ltd. Partnership, 438 F.Supp. 693 （W.D.Va. 1977）.
（49）　Sequoia Machinery, Inc. v. Jarrett, 410 F.2d 1116 （Cal. 1969）； Franklin 
National Investment Corp. v. American Swiss Parts Co., 201 S.W.2d 673 （Mich.
App. 1972）； In re Coed Shop, Inc., 435 F.Supp. 472 （N.D.Fla. 1977）, affirmed 567 
F.2d 1367； In re Mistura, Inc. , 24 B.R. 586 （9th Cir.BAP 1982）； Matter of 
American Riggers, Inc., 19 B.R. 473 （Bankr.S.D.Ohio 1982）； In re Video East, 
Inc., 41 B.R. 176 （Bankr.E.D.Pa. 1984）； Citizens State Bank v. Peoples Bank, 475 
N.E.2d 324 （Ind.App. 1985）； Mastro v. Witt, 39 F.3d 238 （Ariz. 1994）.
























（reasonably identifies the thing described）していれば，特定の有無にかかわ







れる。See, Comment, infra note 54, 476.
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上の判断基準のもとで事実認定を行うべく差し戻した。
　これに対して，1972年に出た［判例 2 ─（1）─ 2］ In re Davidoff事件判決
は，認識の内容に関する立場こそ同じであるが，その依拠する理論の点
で，学説を刺激する内容であった。





































































なかった。②1983年 8月 1日，Dは「Kurb Services」社代表取締役として，
SP2から融資を受け，本件設備品上に担保権を設定し適切に登記をした。③
Dの債務不履行後，SP2が本件設備品上の担保権の司法手続上の実行を求
め，D及び SP1に対して優先を主張した。原審（District Court, Kingfisher 
County（Robert C. Lovell判事））は，SP1が個人であることから，営業上の
通称を用いる場合でも個人名での検索を前提とした「L.E. Uhlenhake, d/b/a 































































































（54）　See, Comment, Knowledge and Priority under Article Nine： A Proposed Rule 

























（55）　See, Steve H. Nickles, Rethinking Some U.C.C. Article 9 Problems, 34 ARK.L.REV. 
1, at 102─03 （1980）； Carlson, supra note 14, at 250─52.
（56）　Carlson, supra note 14, at 238.
80　　比較法学 54巻 1号
ついて，1956年草案（→Ⅲ 1（ 3））の公表後にも判例・学説による一定の
議論があったということである。
　起草過程では，先行して登記を具備した後発担保権者（SP2）の優先を
否定しうるほどの悪意とは何かという点の考慮から，単純悪意者の優先権
の否定のルールを排除した，レース理論に移行が意図されていたものと思
われる。判例も原則はそのように捉えており，現在の通説を形成してい
る。
　もっとも，動産非占有担保権の設定の競合の事案でも，個別の事実関係
において，悪意の SP2に衡平に反する事情や背信的な事情が存在すれば，
SP2が先に登記を具備しても優先権が奪われる，というルールは排除され
ていない。このような SP2の優先を奪いうる事実関係に，単純悪意を含
めるか否かについては，否定的な見解が支配的であるが，素人融資者の保
護等の観点から（法的予測可能性にこだわらず）柔軟に捉えるべきだとする
学説も存在する（→Ⅳ 3）。
　わが国の法体系にあてはめると，以上の米国の議論は，次のような理解
を示唆していよう。［1］特例法の改正立法により，登記によって対抗要件
のみならず即時取得の要件たる占有も取得できるものとしたとしよう。こ
の場合，即時取得（192条および上記改正立法案のルール）が対抗要件（178
条）による優先関係を修正する結果，SP1に登記がない場合の処遇は，米
国のレース・ノーティス理論に接近する。もっとも，SP2の無過失の要件
は，米法には存在しない要素であり，レース・ノーティス理論よりも公示
なき SP1の担保権を尊重する度合いの高いルールとなる。［2］仮に，192条
の過失要件を実質的に問わないと解すると，レース・ノーティス理論の処
理とほぼ一致する。さらに，［3］仮に192条の善意無過失にあたりうる場合
を，背信的悪意者でない限り該当すると解釈するとすれば，米国のレース
理論と処遇がほぼ一致する。ただ，この場合には，もはや善意者保護によ
る修正ではなく，むしろわが国の対抗要件理論における背信的悪意者排除
理論と一致しよう。
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　わが国の現行法では，SP1が占有改定の方法で対抗要件を具備している
場合に，後発担保権者が登記をしても，優先する余地はないのだから，上
記のいずれでもない。先に設定された公示なき担保権が厚く保護され，後
発の担保権者には，善意でも誠実でも登記の努力をしても，救われる余地
はない。これがわが国の動産譲渡担保の対抗要件理論について，国際的な
評価を損なっている原因である。
　仮に上記［1］であっても，登記による即時取得によって，少なくとも英
米法の伝統的対抗要件理論であるレース・ノーティス理論と共通の枠組み
で，対抗要件理論を説明できる基礎はできよう。それを超えて，上記［2］
や［3］の理論まで取り入れるかどうかは，後発担保権者の主観的な保護要
件の程度の差異として説明できる問題であり，各国で事情が異なっていて
よい事項であるように思われる。わが国でも，立法される担保権が，どの
ような状況で使われるのか，素人融資者の保護を厚く考えるべき利用実態
があるのかどうか，といったことを検討すればよい。［1］～［3］のいずれが
わが国で妥当かを検討し，その結果を明確なルールにすることが，最小限
の検討課題として，求められているように思う。
　もっとも，本稿で検討したようないわば UCC第 9編の初期の議論状況
と，その後の判例・学説の議論状況には，飛躍がある。現在では，本稿で
確認されたような議論はあまり顧みられず，異論のないものとして，レー
ス理論としての整理が説かれている（→Ⅱ 2）からである。この議論の飛
躍の意義についても，十分な検討を要するものと考えるが，別稿に譲らざ
るを得ない。わが国の議論にあるべき示唆の詳細は，これらの検討を経た
うえで改めて論じたい。
＊本稿は，JSPS科研費（17K03481）の助成を受けた研究成果の一部であ
る。
